
て
は
、
こ
れ
を
補
う
特
例
交
付
金
と

と
も
に
今
後
の
補
正
予
算
に
計
上
す

る
予
定
で
す
。

　

依
存
財
源
は
、
１
億
７
、
９
５
５

万
３
千
円
減
の
９６
億
２
０
５
万
８
千

円
と
な
り
ま
し
た
。

　

旧
上
浜
小
学
校
利
活
用
事
業
の
終

了
や
市
道
整
備
事
業
の
進
捗
な
ど
に

よ
り
、
国
県
支
出
金
は
、
５
、
９
０

１
万
３
千
円
減
の
２４
億
７
、
９
５
９

万
３
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
市

債
は
、
地
方
交
付
税
の
財
源
不
足
額

を
補
う
臨
時
財
政
対
策
債
の
大
幅
な

減
少
が
影
響
し
、
１
億
３
２
２
万
３

千
円
減
の
１０
億
１
７
５
万
７
千
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

義
務
的
経
費
は
、
１
億
４
、
８
９

３
万
円
増
の
６６
億
７
、
９
４
３
万
５

千
円
、
歳
出
全
体
に
占
め
る
構
成
比

は
３
・
５
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
、
４４
・

３
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

秋
田
県
人
事
委
員
会
勧
告
に
伴
う

給
与
改
定
に
よ
る
増
加
に
加
え
、
会

計
年
度
任
用
職
員
へ
の
勤
勉
手
当
支

給
開
始
、
消
防
団
員
へ
の
報
酬
改
定

結
果
な
ど
を
計
上
し
、
人
件
費
が
１
億

５
、
０
２
０
万
５
千
円
増
の
２７
億
５
、

６
５
９
万
６
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

扶
助
費
は
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

費
が
増
加
し
た
も
の
の
、
出
生
数
の

低
下
に
伴
い
、
児
童
手
当
や
保
育

所
・
認
定
こ
ど
も
園
運
営
費
負
担
金

が
大
き
く
減
少
し
た
こ
と
に
よ
り
、

　

令
和
６
年
度
一
般
会
計
予
算
は
、

当
初
予
算
の
総
額
を
１
５
１
億
円
と

定
め
、
２
年
連
続
し
て
過
去
最
大
規

模
と
な
っ
た
昨
年
度
に
比
べ
、
５
・

６
％
、
８
億
９
千
万
円
の
減
額
と
な

り
ま
し
た
。
す
べ
て
の
事
業
の
選
択

と
集
中
を
徹
底
し
、
行
財
政
の
健
全

化
に
努
め
な
が
ら
、
次
の
世
代
に
誇

り
を
も
っ
て
引
き
継
ぐ
こ
と
が
で
き

る
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
、
将
来
に
向

け
て
必
要
な
施
策
に
重
点
的
に
取
り

組
む
こ
と
を
基
本
と
し
て
予
算
を
編

成
し
ま
し
た
。

　

自
主
財
源
は
、
繰
入
金
の
減
少
な

ど
に
よ
り
、
５４
億
９
、
７
９
４
万
２

千
円
と
な
り
ま
し
た
。
令
和
５
年
度

の
繰
入
金
が
、
公
共
施
設
等
総
合
管

理
基
金
創
設
に
伴
い
、
一
時
的
に
増

加
し
て
い
た
こ
と
に
よ
り
ま
す
。

　

市
税
は
４
、
２
２
９
万
２
千
円
増

の
２７
億
９
、
５
８
８
万
円
と
な
り
、

歳
入
全
体
の
１８
・
５
％
を
占
め
る
規

模
を
見
込
み
ま
し
た
。
主
に
企
業
の

設
備
投
資
な
ど
を
反
映
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
、
市
税
歳
入
額
と
し
て

は
１０
年
ぶ
り
の
規
模
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
国
の
「
デ
フ
レ
完
全
脱

却
の
た
め
の
総
合
経
済
対
策
」
に
よ

る
個
人
住
民
税
の
定
額
減
税
に
つ
い
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　　　　　　　　区　　分

 一般会計

　　 　　　国民健康保険事業（事業勘定）

　　 　　　国民健康保険事業（施設勘定）

　　 　　　後期高齢者医療事業

　　 　　　上水道事業

　　 　　　下水道事業

 公共下水道事業・農業集落排水事業特別会計

　　　　　　　　合　　計

　　令和６年度

１５，１００，０００千円

２，８１３，７５６千円

８４，４７４千円

４０２，７９０千円

１，０５９，６３５千円

２，６７３，２５３千円

－

２２，１３３，９０８千円

令和５年度

１５，９９０，０００千円

２，８６５，０４２千円

９２，５１８千円

３７３，８９９千円

１，０１１，３０２千円

－

１，７９８，３１６千円

２２，１３１，０７７千円

増減率

△５．６％

△１．８％

△８．７％

７．７％

４．８％

－

－

０．０％

※※※

自主財源（３６．４％）　５４億９，７９４万円

依存財源（６３．６％）　９６億２０６万円

義務的経費（４４．３％）６６億７，９４３万円

投資的経費（１０．３％）１５億５，３６５万円

その他経費（４５．４％）６８億６，６９２万円

市が自主的に収入できる財源を「自主財源」、国や県

により定められた額を交付されたり割り当てられたりす

る財源を「依存財源」といい、自主財源の割合が高いほ

ど行政の自主性や安定性が確保される。

人件費、扶助費、公債費か

らなる。市の歳出のうち、支

出することが法的に義務付け

られており、任意に削減する

ことができない極めて硬直性

が高い経費。

　普通建設事業費、災

害復旧事業費、失業対

策事業費からなる。社

会資本の整備に要する

経費。

物件費、維持補修費、

補助費、繰出金、積立

金、投資および出資金

等。

問　財政課☎４３-７５１2

全
体
で
７
、
５
４
３
万
４
千
円
減
少

し
、
２２
億
１
、
２
２
４
万
２
千
円
と

な
り
ま
し
た
。

　

公
債
費
は
、
借
入
制
度
の
変
更
に

よ
り
前
年
度
の
出
来
高
に
対
し
て
の

元
金
償
還
が
開
始
す
る
こ
と
を
受
け
、

７
、
４
１
５
万
９
千
円
増
の
１７
億
１
、

０
５
９
万
７
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

投
資
的
経
費
で
は
、
病
児
保
育
施

設
建
設
事
業
や
若
者
支
援
住
宅
敷
地

造
成
事
業
、
象
潟
前
川
線
無
電
柱
化

事
業
の
ほ
か
、
防
犯
街
灯
や
道
路
照

明
灯
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
事
業
な
ど
に
か
か

る
予
算
を
計
上
し
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
防
災
行
政
無
線
強
靭

化
事
業
や
市
道
整
備
事
業
な
ど
を
計

画
的
に
行
い
、
普
通
建
設
事
業
費
が

２
億
２
、
７
４
６
万
円
の
減
、
総
額

は
１５
億
５
、
３
６
４
万
８
千
円
と
な

り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
経
費
で
は
、
物
件
費
は

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
出
張
申
請
等

関
連
事
業
費
の
皆
減
な
ど
に
よ
り
、

２
億
２
、
２
２
７
万
２
千
円
減
の
２９

億
２
４
５
万
６
千
円
、
公
共
施
設
等

総
合
管
理
基
金
積
立
金
の
減
な
ど
に

よ
り
、
積
立
金
が
３
億
９
、
５
１
７

万
５
千
円
減
の
９
億
５
、
３
２
０
万

３
千
円
、
公
共
下
水
道
事
業
・
農
業

集
落
排
水
事
業
へ
の
繰
出
金
の
減
な

ど
に
よ
り
、
繰
出
金
が
１
億
２
、
０

０
３
万
２
千
円
減
の
１８
億
６
、
９
１

３
万
５
千
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

※
増
減
は
全
て
対
前
年
度
当
初
予
算
比
で
す
。

特別
会計

公営企
業会計

１５１億円

一般会計

前年度比８．９億円（５．６％）減

（単位：億円）

130

140

150

160

170

R2 R3 R4 R5 R6

147.4

139.5

155.5 159.9

151.0

市税（１８．５％）

２７億９，５８８万円

地方交付税（３４．６％）

５２億２，５００万円

その他（１７．９％）

２７億２０６万円

市債（６．６％）

１０億１７６万円

国県支出金（１６．５％）

２４億７，９５９万円

地方譲与税・
各種交付金（５．９％）

８億９，５７１万円

人件費（１８．３％）

億５，６５９万円

職員、議員の給料などにかかるお金

その他（１３．０％）

１９億７，０２５万円

補助費（補助金や助成金、

一部事務組合への負担金）

や積立金、予備費など

扶助費（１４．７％）

２２億１，２２４万円

児童、障がい者、高齢者

や生活困窮者などを支援

するためのお金

公債費（１１．３％）

１７億１，０６０万円

事業を行うために借りた地

方債の償還にかかるお金

物件費・
維持補修費（２０．０％）

３０億２，７５３万円

光熱水費など、施設管理にかかる

お金や通信運搬費・委託料など、

消極的性質を持つ市の経費にかか

るお金

繰出金（１２．４％）

１８億６，９１４万円

特別会計などに支出する

お金

普通建設事業費等（１０．３％）

１５億５，３６５万円

道路、橋、学校のほか、公共施設の

建設などにかかるお金

※※

※下水道事業（公共下水道事業・農業集落排水事業）は、令和６年４月１日から公営企業会計へ移行します。


